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２．都道府県関連事項 ［都道府県が記載］ 
 
（１） 都道府県が推進する「研究開発コーディネート機能」の整備について 

 神奈川県では､１５年間以上にわたる県としての科学技術活動などを､地域の経済活性化と
生活の質の向上に繋げていくためには､県関係機関が「公」の役割を認識した幅広いコーディ

ネート機能を担うことが重要と考えている。 
 特に､研究機関・企業が豊富に集積する神奈川県においては､科学技術活動を効果的に社会
還元するための技術革新システムを構築することが重要であると考えている。 

また、国の科学技術基本計画等により､大学等（学）への研究支援や企業(産)への事業支援
が拡充されたが､地域経済の活性化や社会生活への貢献は、必ずしも充分ではない。 

この状況を打開するためには、「産」と「学」の橋渡しを「公」が担う新たな連携のしくみ
づくりが重要であるが、これについては、国においても議論が不十分である。 
科学技術に先導的に取組、様々な苦労をしてきている神奈川県は､この「公」の役割を確立

し､具体的事例として立証していくことが重要と考えている。 
 このような認識に立ち､神奈川県では､科学技術活動を効果的に社会還元を促進していく

ための戦術として､知的財産戦略を構築するための議論を企画部が中心となって全庁的に
行ってきており、当戦略の中で、産学公連携の「公」の取組の可能性と役割を伸ばした新た
なしくみを提言し、具体的な事業展開を図ることとしている。 

① 都道府県におけるコーディネート関係機関の基本的位置付け（Ｈ１７年３月時点） 
県関係機関の基本的位置付けとしては､以下のとおり。 

温地研

環境Ｃ

自然Ｃ

農総研

畜産研

水総研

衛生研

がんＣ
神奈川中小企業Ｃ

戦略的研
究プロジェ
クト活動

技術移転

試験計測・技術指導等
（表面分析等 が強み ←→全県・多分野対応）

経営相談等

地震、温泉、
地下水等

環境監視　　
環境測定等

自然環境の
保全・再生等

環境調和型
農業技術等

都市型畜産
経営技術等

水産資源管理
と確保研究等

食品・医薬品　
公衆衛生等

がん発生・制
圧研究等

ものづくり技術支援強
化３年・３倍増活動等技術支援技術支援

地域密着地域密着
研究機関研究機関

先導的 イン先 導 的イン
キュベートキュベート

経営支援　　　　経営支援　　　　
（企業 ワンストップサービス）（企業ワンストップサービス）

ＫＡＳＴ

㈱ＫＳＰ

研究者・
技術者人
材育成

起業家人材育成・投資活動

大 学 等への総大学等への総
合的 アプローチ合 的アプローチ

知的所有権Ｃ 川崎図書館　
発明協会

産総研ＫＴＦ

平成1６年度現在
神奈川県関係機関の位置付け（平成１６年度現在）

 
 〇（財）神奈川科学技術アカデミー（ＫＡＳＴ） 
   新しい研究環境を目指した独創的な中核的研究・教育機関   

先端的かつ高度な研究開発の支援と基礎研究活動～成果展開活動まで一貫した研究事業の

マネジメント、研究者・技術者等の人材育成  
 〇（株）ケイエスピー（㈱ＫＳＰ） 全国でも先導的なインキュベーション 

各種経営アドバイザーによる戦略的なインキュベーション活動 
〇（財）神奈川高度技術支援財団（ＫＴＦ） 

   平成当初から特許流通業務（技術移転先行者）などの実施 
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   試験計測（川崎地域への対応が特徴）←全県をカバーする産業技術総合研究所と連携 
〇産業技術総合研究所  

  企業の総合的な技術支援を行う県としての拠点。ＫＴＦ試験計測と連携 

 〇地域に密着し県民に開かれた機関としての県試験研究機関の研究活動（現場対応型    
の研究開発での貢献、成果の普及・啓発等） 

 〇（財）神奈川中小企業センターによる企業経営にかかる総合的な支援体制 
〇知的所有権センター 
 特許等に関する情報検索サービスなどの提供 

 産業技術総合研究所が本所、ＫＴＦ・川崎図書館・発明協会神奈川支部が支所 
 

ＲＳＰ事業は､上記整備方針においては､大学等の研究活動を支援し､企業への技術移転を促
進するものとして､ＫＡＳＴの研究活動の立上げ及びＫＴＦの技術移転活動における事業費
として､地域産学官連携の中核事業としての役割と位置付けている。 

これまでは、ＫＡＳＴとＫＴＦの連携が必ずしも充分でない部分もあったが､両財団の統合及
びＲＳＰ事業の後継的な新規事業の創設等により､ＲＳＰ事業の政策的な位置付けを強化し、

具体的な事業の成果が今後大いに期待されると考えられる。 
※ＫＡＳＴ／ＫＴＦ／㈱ＫＳＰ及び県試験研究機関の概要については､別添の「神奈川県にお
ける地域科学技術振興のパンフレット」を参照 

 
② 神奈川県における研究開発コーディネート機能整備の将来像 

科学技術活動を強力に地域振興に繋げるための具体的な手段である知的財産戦略を推進す
るためには､県関係機関の研究開発コーディネート機能の強化が必要と考えている。 
 具体的には､新生ＫＡＳＴが大学への支援機関として活動し､また、県試験研究機関が地域

産学公連携の中でリード役としての役割を果たすためには､研究機関を持つ組織として知的
財産本部の整備・運営が必要であると考えている。 

 また、地域の企業に対して､技術・経営のみならず、知的財産に関する相談体制やトップ企
業を生み出すための重点的な支援を実施するため、神奈川中小企業センターに知的財産総合
サービスセンターを新設することが必要と考えている。 

新財団
（ＫＡＳＴ）

県試の
知的財産本部

神奈川知的財
産総合センター

①知的創造展開拠点

①「大学等の研究成果の育成・活用」のための仕組み　　　　　　　　　　　　
　研究機能を有する産学連携財団である新財団（ＫＡＳＴ）が、大学等と企業との間の「公」の役割
　を担い、かつ、知的創造展開拠点として大学等の研究成果を育成・活用するために、公共的試作創
　造ラボ機能を提供する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

②「県試の知的創造活動支援」のための仕組み　　　　　　　　　　　　　　　
　県試の知的財産管理機能と研究支援機能を担う知的財産本部が、地域密着研究拠点として県試の　
　知的財産活動を支援し、県試が産学公連携をリードする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

③「企業の知的財産を原動力とした産業力強化」のための仕組み　　　　　　　
　知的財産に関する企業の相談・情報提供窓口である神奈川知的財産総合センターが、企業知財支援
　拠点として企業の知的財産活動を支援する。

ＫＡＳＴとＫＴＦを統合

大学等への総合的アプローチ

地域 のなかでの公共的な技術
移転機関

産学公連携の契約 ルール等の整備

戦略的な特許等の出 願・活用等実施

県試の研究支援機能と
知財管理機能を統合

中小企業 Ｃに支援窓口を新設、
知的所有権Ｃと連携
各企業への知財サービス機能 の強化

戦略的な支援策の実施

②地域密着研究拠点 企業知財支援拠点
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（２）コーディネート活動の成果の活用方法 
  ＲＳＰ事業のコーディネート活動で得られた成果については、既に記載してあるとおり、
「知的財産活用促進コーディネート事業：３３，２５０千円」や「研究支援事業：１０，０

００千円」等を中心に支援を行いつつ､新たな研究プロジェクトや国の各種競争的資金などへ
の展開を図る。 

 
（３）ＲＳＰ事業に対する人的・財政的支援 
  平成１２年度から１６年度にかけて､ＲＳＰ事業の推進を支援するため、ＫＴＦの運営に要

する費用として人件費・家賃等の財政的支援を実施してきた。 
  今後も､新生ＫＡＳＴに対しては､ＲＳＰ事業と関係する各種事業等として､ 

「研究支援事業：１０，０００千円」 
「知的財産活用促進コーディネート事業：３３，２５０千円」 

 の事業費の支援を行いつつ､次世代のコーディネート人材として新生ＫＡＳＴの人件費等の財

政的支援を実施していく予定である。 

 

（４）今後の展開 

今後の展開としては､産学公連携の成功のためのキ－として知的財産戦略を構築し、環境整

備として県試験研究機関の機関評価に積極的に取り組み、そして研究プロジェクト全体の見直

しも含め新生ＫＡＳＴの発展統合を実現し、最終的に、全ての課題について新たな科学技術政

策大綱（平成１９年３月改訂予定）へ反映することを予定している。 
(1) 地域振興につながる知的財産戦略の構築及び推進 

地域振興を実現するための重点的取組を定め､ 産学公連携の「公」の取組の可能性と役

割を伸ばした新たなしくみを提言し、具体的な事業展開を図る。 
(2) 県試験研究機関の機関評価の実施（Ｈ18･19年度） 

次期機関評価では、予算・人事面・知的財産の環境整備等の県試が持つ共通・横断的な
課題を中心に､各県試験研究機関の今後の活動の方向性（重点研究分野）などを評価予定 

(3) 新生ＫＡＳＴの研究プロジェクトの見直し（統合時の理念を具体化） 
産業マクロニーズへの対応や課題解決型の研究プロジェクトを､H18年度予算へ反映。 



 

7 

（新生ＫＡＳＴと産業技術総合研究所の連携課題を、先行事例として推進予定） 

また、特に平成１７年度には産学公連携の新たな仕組み作りとして知的財産戦略を構築する

予定である。現在検討を進めている具体的な内容は､以下のとおりである。 

関係する戦略Ｐの代表例（戦略７，１０，１２，２２，２３、
　　　　　　　　　　２８、２９，３０，３２，３４，４１，４８，５１　等）

■地域産業マクロニーズに応える活動
　　（欧州の有害物質規制（ＲｏHS）等）　　

■知的財産による地域産業力の強化

■「食」をブランドとして育成　　　　　　　
　（安全・安心、機能性食品などの視点)　

■環境対策・生活技術の先導的開発

■リサイクル促進等の具体的貢献　　
（科学的知見の提供や関連製品の政策誘導）

■豊かな地域環境保全　　　　　　　　　
　（長年フィールドを持った研究による科学的　
　　知見、データの活用）

重点的取組の方向性重点的取組の方向性

大学等の成果を育成・活用　
　 ～公共的試作創造ラボ機能～

　　県試の知的創造活動　　
～地域課題解決研究プロジェクト～

企業への知的財産活動の支援
　　～知識創造型企業の育成～

〇新生ＫＡＳＴと産総研が大型の共同研究　　　
　地域の産と学を結集して、「仮題：環境調和型
　機能性表面の実用的製造技術の開発」の推進

〇中小企業Ｃが各企業の知財サービス機能を提供

〇知的所有権センターが地域の技術市場の活性化
　（特許流通等）（産総研・新生ＫＡＳＴ等)

〇都市エリア産学官連携促進事業（光触媒の農　
　業廃液浄化、ｼｯｸﾊｳｽ・ｱﾚﾙｷﾞｰ対策等)の成果展開

〇産学公地域総合研究　　　　　　　　　　　　
「バイオ技術を活用した食の安全・安心　　　　
　（ヒラメの品種改良､食の安全の検出技術等)」
「建設発生木材のリサイクル研究」の成果展開

〇がん腫瘍バンク構想（がんＣと理研)

〇花粉のないスギ・ヒノキの実用化（自然Ｃ等)

〇地震研究（温地研､東大､東海大等の研究交流)

神奈川県知的財産戦略の検討骨子（案）神奈川県知的財産戦略の検討骨子（案）

安
全
・安
心
で
持
続
的
成
長
可
能
な
神
奈
川

①大学等の知
的資源の集積

②地域密着の
県試の活動

③知的財産を産業
化する企業活動

⑦コンテンツ
産業等の育成

⑤地域性を生かし
たブランド戦略

⑥知的財産を核
とした資金調達

④知財の
人材育成

神奈川県の先導的取組としての強み（重点的取組） 知的財産戦略としての今後の中長期的な検討課題

地
域
振
興
　
（経
済
活
性
化
と
生
活
の
質
の
向
上
）

○科学技術を地域振興につなげるため、産学公連携の「公」の役割・可能性を追求したしくみ及び取組を推進。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○地域に密着した県試を軸に、ＫＡＳＴなどの多様な産学連携機能を生かし､研究・企業等の集積ポテンシャルを多面的に活用。

　※①～③の本県の取組実績を強みとして活かし､重点的取組として、新総合計画の戦略プロジェクトへの多面的貢献を図る。

【神奈川県知的財産戦略の全体像】

　知的財産戦略推進の核　知的財産戦略推進の核
　となる新たな仕組み　となる新たな仕組み

今後推進する主な事業等今後推進する主な事業等

産学公連携の「公」の役割・可能性を追及した仕組み及び取組産学公連携の「公」の役割・可能性を追及した仕組み及び取組

自治総合研究センターのＨ１６年
度の部局共同研究で具体的提言

 

 自治総合研究センターの部局共同研究の提言内容は､別添のパンフレット参照。 

●県試 を推進 する県としての共　
　通･横断的課題を中心に評価

●次期機関評価の検討事項を前　
　倒しする形で､平成１６年度から　
　県試研究人材ＷＧで議論を開始

●平成 １７年度末に国で第 ３期科学技術基本計　
画の策定

●１８年度末に、新たな神奈川県科学技術政策　　
大綱の策定を予定（議会議決案件)

・次期総合計画の目玉となる取組を議論

・知的財産戦略を、地域振興のキーとして位置付け

・県試機関評価の対応の方向性なども反映

・部局横断的な重点研究課題などの明確化

・人材育成､科学技術と社会とのコミュ　
　ニケーションの観点から重要性は増大

・平成18年度以降の当事業のあり方とし
　て、教育局や関係部局などと連動した
　全庁的な科学技術理解増進事業として
　の推進が必要

→知的財産本部機能の具体化（９県試)

　①９県試の共通的支援機能として､特許戦略
　　や研究支援などの機能整備が必須

　②外部のＴＬＯ（技術移転)機関として､新生　
　　ＫＡＳＴが県試の知的財産を営業活動

・地域の特性と知恵を生かす　

・県関係機関が取組むべき　　
　「公」の可能性を追求　　　

・科学技術先進県の本県の取　
　組実績を強みとして生かす

検討内容の詳細は次頁参照

平成１７年度以降の重要事項平成１７年度以降の重要事項（知的財産戦略を構築し、科学技術政策大綱への展望（知的財産戦略を構築し、科学技術政策大綱への展望 ))

知的財産戦略知的財産戦略

新たな科学技術政策大綱へ反映新たな科学技術政策大綱へ反映

Ｈ１７年度に方向性を定め → 具体的取組事項を実現化　　　　 → Ｈ１８へ向けた更なる展望を図る

科学技術理解増進事業の発展展開を検討

小中学生 の人材育成のみならず､　　
教 える側の研究者 の説明能力の向 上､
教育現場 の教師等 の意識高揚など、
多面的な効果 が期 待

→県政策と連携した新生ＫＡＳＴの運営

　①新生ＫＡＳＴのプロジェクトⅡ （県試連携課
　　題）として、 産総研との連携課題を具体化
　(仮 題：環境調和型機能性表面の実用的製造技術の
　　開 発を、県単独予算で推進 ､更に大 きな展 開も視野) 

　②研究事業全体の見直し

→県試研究人材ＷＧで３つの緊急課題

　①研究職員の採用方法　　　　　

　②研究専門人材（マネジメント）の中途採用　

　③任期付き研究員の期限延長等

●新生ＫＡＳＴについて、統合時の
　基本理念を具体的に実現

●県としても、地域振興に繋がる　
　研究活動への支援強化が必要

研究プロジェクトの見直し研究プロジェクトの見直し

県試機関評価県試機関評価

→新たな３つの仕組みを提言、具体的
　事業として推進
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